
H21.09.07現在
51,647 人

49,391 人

4.57 ％

54,407 人

54,047 人

0.7 ％

決　　算　　額 構成比

6,314,732 66.6

195,262 2.1 新 産 ○

27,187 0.3 工 特 ×

5,688 0.1 低 開 発 ×

2,149 産 炭 ×

431,458 4.5 山 振 ×

9,558 0.1 離 島 ×

過 疎 ×

59,358 0.6 半 島 ×

98,846 1.0 拠 点 都 市 ×

2,784,641 24.2 農 工 ×

う ち 普 通 交 付 税 2,298,329 24.2 国 立 公 園 ×

う ち 特 別 交 付 税 486,312 市 町 村 圏 ○

9,928,879 99.6 財 政 再 建 × 技能労務職員

10,153 0.1 財 数 表 選 定 ○

372,835 農 山 村 ×

184,433 0.1

2,093,806

9,567 0.1

904,279

25,257 議 員 公 務 災 害 × ○

7,065 非常勤公務災害 ○ ○

518,252 退 職 手 当 ○ ○

612,865 事 務 機 共 同 × ○

116,636 0.1 税 務 事 務 × ×

1,667,888 老 人 福 祉 × ×

16,451,915 100.0 伝 染 病 × ○

決 算 額

2,766,470

う ち 職 員 給 1,672,214

2,953,105

1,672,098

元 利 償 還 金 1,671,276

一 時 借 入 金 利 子 822

7,391,673

1,354,395

104,343

1,710,018

う ち 一 組 負 担 金 1,087,617

1,952,626

564,948

14,196

2,247,247

う ち 人 件 費 70,808

普 通 建 設 事 業 費 2,247,247

補 助 1,517,850 93.2 ％

単 独 729,397

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

現年 98.5 現繰計 94.3

11,843,134 千円 現年 98.5 現繰計 95.4

現年 98.4 現繰計 92.3

工 業 用 水 道歳　出　合　計

委員長259,900　その他247,500

7,862,237

（臨時財政対策債
を含まない。）

97.9 ％

10,733,091

518,087

272,300

565,000

330,000

H18.2.27

6,069,306

7,785,766

区　　　　　分 （単位：千円）

決　　算　　額　　　Ａ

火 葬 場

常 備 消 防

Ａの充当一般財源等

中 学 校

そ の 他

議 会 議 長

議会副議長

議 会 議 員

66.%

12.8

2,327

146,104

2,298,894

1.0

15.0

30.0

14,891

保険給付費等

2,149 16,698世帯

1,031,326

1,593,083

25

340,972

98,565

1,243,041

1,327,566

10.9

116,048

78,076

20,829

15.9 1,041,281

23,554

2.8

0.7

3.5

15,339,446 100.0 10,733,091

上 水 道

後期高齢者医療

介 護 保 険

1,677

5,073

老 人 保 健

235,548

34,069

394,309

396,363

100.0

被 保 険 者
一 人 当 り （ 円 ） 県 支 出 金

加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ）

被 保 険 者 数 （ 人 ）

保険税（料）収入額

国 庫 支 出 金

7.5

49,344

1,145,328

基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額

標 準 税 収 入 額

2,837

146,104

2,037,606

2,334,814

Ａのうち普通建設事業費

1,093,228

起 債 制 限 比 率 (%)

構　成　比

H18.2.27

H18.2.27

10.1

10.7

財 政 力 指 数

公 債 費 負 担 比 率 (%)

22

1

H18.2.27

1

1

H18.2.27

H18.2.27

副 市 長

収 入 役 579,000

小 学 校

1

1

教 育 長

ご み 処 理 634,000

312,075

一人当り平均給料（円）
適用開始年月日

（報酬）月額（円）

825,000

87,069,000

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況

し 尿 処 理 H18.2.27

定数

279

一

般

職

員

等

市 長

教 育 公 務 員

消 防 職 員

1

472,557

3,557

33,322

159,927

6,553

43,430

279

一人当り平均給料月額（円）

87,069,000 312,075

積 立 金 取 崩 し 額 421,543

328,63633 10,845,000

△ 216,255

臨 時 職 員

合 計

△ 587,815

区　　　分

一 般 職 員

職員数（人）

実 質 単 年 度 収 支

給料月額（円）

349,509

平成19年度(千円)

15,339,446

1,291,222

翌年度に繰り越すべき財源 37,503

15,557,145

21,644

1,074,966

16,870,011

1,112,469

18年度※

都市類型
Ⅱ－１

Ⅰ－３
地方交付税種地

（H21.3.31）

16,451,915

1,312,866

　　

区　　　　　　　分 平成20年度(千円)

歳 出 総 額収

支

状

況
繰 上 償 還 金

歳 入 総 額

歳 入 歳 出 差 引

実 質 収 支

単 年 度 収 支

積 立 金

特別職等

1,672,098

436,446

105,765

1,956,306

2,439,175

533,987

歳 出 合 計

教 育 費

特別区財調納付金

合 計
公
営
事
業
へ
の
繰
出

そ の 他

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

国 民 健 康 保 険

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

1.0

商 工 費

土 木 費

消 防 費

11.6

50.6

14.9

10.6

経 常 収 支 比 率

経常経費充当
一般財源等計

9,280,703 千円

15.1

1,482,769

1,058,621

386,503

434,450

47,947

1,549,653

1,548,831

822

1,500,835

5,037,560

1,151,364

100,092

69,818

551,768

8,183

434,450

1,761,483

100,092

1,627,999

1,087,617

13,247

9,567

822

5,081,090

1,168,026

9,442,567

10,153

9,558

59,358

98,846

6,314,732

195,262

27,187

431,458

5,688

0.7

10.1

100.0

7.0

12.8

3.7

11.1

0.7

9.8975,818

60.4

0.1

0.1

2.3

1.1

12.7

経常経費充当一般財源等

性　　　質　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況　　　(単位：千円、％）

地 方 債

2,512,089 25.2

975,918

1,593,083

1,592,261

5.5

2,163

3.7

0.2

3.2

100.0

15.6

15.6

4.1

100.0

971.4

指定団体等の指定状況

38.3

1.5

15,278人

1,044,594

2,423,888 38.4

26.1%

2,416,489

96,172

261,127

6,314,732

第３次

67.3%

法 人 税 割

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

特別土地保有税

区　分

第２次

27.2%

6,281人

１２年　国　調

1,585人第１次

6.6%

特別地方消費税交付金

0.1

地 方 税 38.4

1.2

0.2

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

3.0

0.4

0.6地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 交 付 金 16.9

14.0 16.5

市　町　村　税　の　状　況　　　（単位：千円、％）

収 入 済 額 構 成 比区 分
市
町
村
民
税

1.171,890

2,298,329

2,298,329

36.9

人口集中地区人口

１７年国調（人）

１２年国調（人）

17年国調

12年国調

増　減　率

H21.3.31

25,958

25,367

16,187人

6.8%

6,249人

1,561人

１７年　国　調

産　　業　　構　　造

１２年国調世帯数

面　　　積（ｋ㎡） 53.17

17,436世帯

１７年国調世帯数

人口密度（人）

超 過 課 税 分

0.1

14.7

8,083 減 債 基 金

特定 目的 基金

積

立

金

現

在

高

0.1

2,247,247

そ の 他

地 方 債 残 高

前年度繰上充用金

下 水 道

15,339,446

1,959,376

776,289

純 固 定 資 産 税 (%)

市 民 税 (%)

法 定 普 通 税 (%)

国

民

健

康

保

険

事

業

会

計

の

状

況

徴
収
率

土 地 開 発 基 金 現 在 高

308,193

13,359

88,554

101,239

実 質 収 支 額

再 差 引 収 支 額

収 益 事 業 収 入

実 質 的 な も の

物 件 等 購 入

保 証 ・ 補 償

167,360

132,762

7,117

人口

住民
基本
台帳
人口

内

訳

14.7

9.9

4.8

0.5

株式譲渡所得割交付金

19.3

歳　　入　　の　　状　　況　　　(単位：千円、％）

区　　　　　　　　分

H20.3.31

増　減　率

経常一般財源等構成比

※数値は平成２０年度地方財政状況調査（決算統
計）によるものです。

ゴルフ場利用税交付金

配 当 割 交 付 金

2.6

自 動 車 取 得 税 交 付 金

構成比 充当一般財源等

2,512,089

（ 一 般 財 源 計 ）
交通安全対策特別交付

金

使 用 料 ・ 手 数 料

分 担 金 ・ 負 担 金

諸 収 入

国有提供施設所在市町村交付金

都 道 府 県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

内

訳

物 件 費

10.9

10.9

48.2

8.8

うち純固定資産税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

個 人 均 等 割

所 得 割

法 人 均 等 割

2,329,001

88,060 1.4

投 資 的 経 費

積 立 金

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

歳 入 合 計

繰 出 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

前 年 度 繰 上 充 用 金

内

訳5,977

繰 入 金

繰 越 金

9,483,674 合　　　　計

18.0

1,002,042

14.7

8.9

922,480

2,105,896

354,050

1,596,272

16,212,883

公 債 費 比 率 (%)

経常収支比率

0.720

10,633,254標 準 財 政 規 模

実 質 収 支 比 率 (%)

4,603,016

労 働 費

農 林 水 産 業 費

71.5

13.5

一般財源等総額

都道府県名

熊　本　県

団　体　名

合　志　市

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

目 的 税

700,000

債
務
負
担
行
為
額

（
支
出
予
定
額

）

経常一般財源等比率(%) 89.2

実質公債費比率(%)

実質赤字比率(%)

連結実質赤字比率(%)

健

全

化

判

断

比

率

-

-

平成２０年度

決　算　状　況

目　　　的　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況　　（単位：千円、％）

小 計

水利地益税等

事 業 所 税

国 庫 支 出 金

財政 調整 基金

将来負担比率(%)

区　　　　　分

都 市 計 画 税

10.9

区　　　　　分

入 湯 税

6,314,732


